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２Ａ０１ 

グリーン・サステイナブルケミストリー分野における 

技術開発の取組と今後の展望について 

 

 
○土屋 裕子、高木 雅敏、並木 泰樹、山野 慎司、茶屋原 梢、相樂 希美(NEDO) 

 

 

 
１．諸言 

 日本の化学工業は国際的に高い技術力と競争力を持ち、日本の製造業の中でも重要な基幹産業の一つ

である。その一方で日本の化学工業には、地球温暖化や資源枯渇といったような我々を取り巻く環境や

資源の問題に対応した技術開発が求められている。このような背景の中で、環境・資源問題を解決し持

続的社会を実現するために、日米欧を始めとして世界的にグリーン・サステイナブルケミストリー（GSC）

への取組が行われている。本報告では GSCの理念に基づいた技術開発の一環として（独）新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）で実施している「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術

開発」の事例を検証し、今後 NEDO が実施する GSC技術開発に関するマネジメントについて考察を行う。 

 

２．日本の化学工業の特徴と課題 

 化学工業は、化石資源、鉱物、動植物、水、空気といった原料から中間原料を経て、化学肥料、無機

化学工業製品、有機化学工業製品、化学繊維、合成洗剤、塗料、医薬品、農薬、プラスチック製品、ゴ

ム製品など、広範な製品を製造しており、自動車や電気・電子機器等、他の産業へ幅広く原料や部材の

供給を行っている。図 1 に示すように、2011 年における日本の化学工業の出荷額は製造業中第 2 位の

40兆円であり、全製造業の 14%を占める。また図 2の製造業における付加価値額の内訳を見ると、化学

工業は第 1位の 15兆円となっている。世界的に見ても、2010年時点で化学工業製品の出荷額は、中国、

米国に次いで世界第 3位である（図 3）。このように日本の化学工業は、国際的な競争力を持った日本の

製造業の重要な基幹産業の一つである。  

   

図1 製造業における出荷額の内訳（2011年）
出典：2012年経済産業省工業統計（速報より）

全体：285兆円

第2位
40兆円

図2 製造業における付加価値額の内訳（2011年）
出典：2012年経済産業省工業統計（速報より）

全体：91兆円

第１位
15兆円

図3 世界の化学工業出荷額比較（2010年）
出典：米国化学工業協会

※図1～3, 5における化学工業とは
日本標準産業分類の「化学工業」に
「プラスチック製品製造業」と
「ゴム製品製造業」を加えたものとする。

第３位

※経済産業省『工業統計』：
付加価値額＝生産額－内国消費税額－原材料使用額等－減価償却額
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次に化学工業の技術的な課題について考察する。図 4より、化学工業は日本の製造業のなかで二酸化

炭素の排出量が 2番目に多いことがわかる。これより日本の化学工業では、二酸化炭素排出の元となる

製造工程での省エネ化による二酸化炭素排出量の削減が課題となる。また図 5より、化学工業は製造種

別の産業廃棄物排出量も第 3位であり、廃棄物削減も課題となる。更に、天然資源に乏しい日本は生産

に必要な多くの原材料を輸入に頼っているため、石油に代表されるような天然資源の枯渇や価格の高騰

に直面している。従って、将来にわたって安定的に化学品を製造するためには、化学品原料の多様化を

図ることも課題となる。また、EU での電気・電子機器における特定有害物の使用制限に関する RoHS 指

令や、化学物質の管理に関する REACH 規制の導入等に代表されるように、世界的に化学物質の管理が強

化される傾向にあるため、これらを考慮して有害物の使用量を削減できる化学品の製造も課題となる。 

 

  

図4 業種別二酸化炭素排出量（2011年度実績）
出典：国立環境研究所

産業部門全体の排出量：316百万t-CO2

第2位
年間0.5億トン

第3位
年間0.15億トン

図5 産業廃棄物の業種別排出量（2010年度実績）
出典：環境省

製造業全体：1.15億トン

 
３．GSC の概略 

 上記の技術的な課題を解決し、日本が化学品を持続的に生産・供給するためには、従来の大量消費・

廃棄型の生産プロセスを見直し、環境や資源の問題に対応して持続的な生産を可能とする製造プロセス

の構築が必要となる。このような背景の中で世界的に“エネルギーや資源の制約を克服して環境との共

生を図り、安全・安心で持続可能な社会の構築を目指した新しい化学”を目指した様々な取組が行われ

ている。日本では 2000 年に日本の化学系学会・団体によって GSC ネットワークが設立された。この組

織が提案している GSC の定義は「人と環境にやさしく、持続可能な社会の発展を支える化学および化学

技術」であり、GSC の活動指針は「化学製品の設計から原料の選択、製造過程、使用、リサイクル・廃

棄まで、製品の全ライフサイクルを見通し、地球環境と生態系への負荷を小さくし、安全・安心で豊か

な持続可能な社会を実現する化学技術の確立と製品の創出を目指す」ものである[1]。 

 

４．GSC 分野における技術開発の取組 

国の技術開発においても上記の GSCの理念に基づいた取組がなされており、経済産業省が研究開発の

方向性を議論するコミュニケーション基盤として策定している技術戦略マップにおいて 2008 年に新た

に GSC分野が追加されている[2]。また、GSCの理念に基づいた国家プロジェクトとして、2008年度（平

成 20年度）より“グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発”を実施中である[3]。こ

れらのうち化学品分野で NEDOがマネジメントを実施しているプロジェクト[4]の概略を図 6にまとめた。 

 

 
石油

化学品

原料

化学品

資源枯渇
完全輸入

大量のCO2
熱

廃棄物

製品

④化学品原料転換

③エネルギー削減

①有害物質削減

②廃棄物削減

図6 NEDOにおけるグリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発の概略

原料 有害物質

課題 ②革新的酸化プロセス基盤技術開発（平成21～23年度）

③資源生産性を向上できる革新的プロセス及び
化学品の開発 （平成 21～27年度）

④化学品原料の転換・多様化を可能とする
革新グリーン技術の開発 （平成 22～24年度）

①、②
・高機能不均一触媒の開発と

環境調和型化学プロセスの研究開発 （平成21～23年度）

・革新的アクア・固定化触媒プロセス技術開発 （平成21～23年度）
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図 6より、化学品製造に関する GSC 分野の国家プロジェクトとして、①有害物質削減、②廃棄物削減、

③エネルギー削減、④化学品原料の転換といった課題解決型の研究開発プロジェクトが組まれている事

がわかる。これらのうち、課題①、②に関して、委託期間が終了し事後評価も完了した 3つのプロジェ

クトにおける具体的な取組について検証する。なお今回検証するプロジェクトは、初年度は経済産業省

のプロジェクトとして開始し、2年目となる 2009年度（平成 21年度）に NEDOへ移管されたものである。 

 

（１）革新的アクア・固定化触媒プロセス技術開発 

 NEDO では有害物質及び廃棄物の削減を可能にする基盤技術開発として以下を実施した（図 7）。有害

物質を削減するために、有機溶媒（有害物）の代わりに水で使用可能な「アクア触媒」を開発した。更

に、工場排水に含まれる水溶性有機化合物（酢酸）の回収において、「アクア触媒」を適用した新しい

排水処理プロセスを開発することにより、汚泥等の廃棄物の削減を可能にした。また、金属触媒を無機

物や有機高分子に固定することにより、触媒活性を維持しながら触媒の回収や再利用を可能とする「新

規固定化触媒」を開発した。この固定化触媒を用いたフローシステムによる薬粧品や医薬品の原料製造

プロセスを開発した結果、従来プロセスよりも副生成物や廃棄物の削減が可能になった。平成 23 年度

のプロジェクト終了後も NEDOが実用化に向けた支援を継続した結果、東京大学と日光ケミカルズ（株）

が経済産業省及び NEDO のイノベーション支援関係の事業に採択され、事業化に向けた製造装置の開発

や反応のスケールアップ検討に取り組んでいる。また、このプロジェクトのリーダーとして技術開発を

指揮すると同時に新規触媒の開発を担当した東京大学理学研究科の小林修教授は、平成 25 年度の第 12

回 GSC賞において文部科学大臣賞を受賞している。 

          
（２）高機能不均一触媒の開発と環境調和型化学プロセスの研究開発 

図 8に概要を示すこのプロジェクトも有害物質及び廃棄物の削減を目的とする。具体的には、水にも

油にも馴染む両親媒性高分子の中に様々な金属触媒を組み入れた「水中反応固定化触媒（高機能不均一

触媒）」を新規に開発し、この触媒を用いて従来の有機溶媒を使用せずに水中で有機化合物を高収率で

合成可能とする新規プロセスを開発した。この合成プロセスを適用することによって、電子材料（EL素

子ホール輸送剤の一種である TPD 化合物）や、電子材料の洗浄剤である高純度アニオン性界面活性剤と

いった高付加価値化学品の合成において、有害物である有機溶媒使用量の削減や副生成物・廃棄物を削

減することが可能となった。プロジェクト終了後も実用化に向けた更なる検討が進んでいる。 
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（３）革新的酸化プロセス基盤技術開発 

 医薬品や電子材料といった高機能材料を作る化学プロセスのなかで酸化反応は 30％を占める重要な

反応である。従来の酸化剤は反応選択性が高い一方で廃棄物が多いという問題があったため、酸化反応

後の廃棄物削減を目的として新規な酸化プロセス技術を開発した（図 9）。このプロセスでは、酸化反応

後の副生成物が水になるために廃棄物が削減できる「過酸化水素」を酸化剤として用いた。過酸化水素

は従来の酸化剤よりも酸化力が弱いため、過酸化水素での酸化反応を補う目的で金属錯体、相間移動触

媒、添加剤の３成分からなる「３元系触媒」を新規に開発した。「過酸化水素」と「３元系触媒」を組

み合わせた結果、廃棄物を削減すると同時に、過酸化水素だけでは酸化が困難であった多官能基質や高

分子基質等の酸化が可能となった。この基盤技術開発では、プロジェクト実施期間中にベンチプラント

を用いて数十～数百㎏／日を想定した実証試験を完了している。プロジェクト終了後の現在は、参加企

業各社において高機能材料の製品化を視野に入れた開発を継続中である。 

         図9 革新的酸化プロセス基盤技術開発の概要

製品
＋
水

ホスホン酸類

原料
＋

過酸化水素

金属錯体

４級アンモニウム
硫酸水素塩

多官能基質

高分子量基質

易加水分解性基質

難酸化性基質

高耐熱
電子材料

高耐熱
絶縁材料

次世代
接着材料

樹脂
改質剤

高機能
界面
活性剤

植物原料
高分子

液晶
光学材料

香料・
医薬品
原料

対象基質の拡大

多様・高活性な触媒

回収・再使用可能な
相間移動触媒

種々の機能を持つ
添加剤

３元系触媒の開発

 
５．考察 

 日本の GSCの考え方は、環境の持続性だけでなく企業の生産持続性も包含されるものである。今回事

例検証を行った各プロジェクトでは、GSC の考え方に基づいた新規製造プロセスの構築というニーズが

ある企業と、GSC の実現に貢献可能な触媒等の新規技術のシーズを持つ大学等の研究機関が機能的に組

み込まれた実施体制を実現することができた。これによって、研究機関と企業とのコミュニケーション

を活性化し、学術的なレベルにあった技術シーズが企業によって効率的に実用化レベルで検討され、結

果として実用化に向けた課題抽出とその対策、コスト計算、ベンチプラントでのプロセス検討といった

新規技術の実用化に必要な検討を早期に実施することが可能となった。この成功例より、新規技術の実

用化を目指す NEDO のプロジェクトでは、ニーズとシーズを組み合わせた最適な実施者による技術開発

体制の構築といったプロジェクトの採択段階からのマネジメントが有効であることが裏付けられる。 

日本の化学工業にとって GSCの考え方を取り入れた化学品製造は重要であり、このためプロジェクト

の開発成果である基盤技術がいつどのような形で事業化していくのか、プロジェクト終了後も NEDO が

フォローしていくことが重要となる。このためには、プロジェクト終了後も実施者であった企業とコミ

ュニケーションを取って事業化状況を把握すると同時に、必要に応じて他の支援スキームを活用し、事

業化を後押しする等の追加マネジメントを行うことも考えられる。 

今後、GSC 基盤技術開発においてこれまでに得られた知見を活かし、現在実施中のプロジェクトのマ

ネジメントを強化することによって、日本における GSCの更なる普及を支援すると同時に、日本の化学

工業の国際競争力の向上に貢献していきたい。   
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